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1―はじめに 

EU（欧州連合）におけるソルベンシーⅡのレビュー（見直し）を巡る動きに関しては、基礎研レポ

ート「EUにおけるソルベンシーⅡのレビューを巡る動向 2024－ソルベンシーⅡの改正指令が最終化

－」（2025.1.21）で、「レベル 1」のソルベンシーⅡの改正指令が最終化したことを報告した。また、

そのレポートの中で、「レベル 2以下」の委任規則、実施基準、ガイドライン等の改正等についても、

欧州委員会や EIOPA（欧州保険年金監督局）における検討状況等について報告した。さらに、保険年

金フォーカス「EIOPA がソルベンシーⅡのレビューに関する助言のいくつかを提出－欧州委員会か

らの要請に対する回答－」（2025.2.19）で、EIOPAが 1月 30日に、欧州委員会からの要請事項のい

くつかに対して提出した助言について報告した。これらの意見も踏まえて、欧州委員会は 7 月 18 日

に、委任規則の改正案を公表している1。 

EIOPA は、7 月 14 日に、ソルベンシーⅡのレビューに関する最初の RTS（規制技術基準）（案）

と改訂ガイドラインのセットを欧州委員会に提出した2。 

今回のレポートでは、これらの EIOPAによる提案等について、EIOPAの公表内容に基づいて、そ

の概要を説明する。併せて、EIOPAはソルベンシーⅡに関して、7月 10 日に、保険会社の負担軽減

のための監督報告及び開示要件の改正案を協議のために公開しているので、その概要も報告する。 

 

2―EIOPAによる RTS（案）と改訂ガイドラインの概要 

 EIOPAは、以下の 4つの項目に関する RTS（案）と改訂ガイドラインをまとめて、欧州委員会に

提出した。これらの 4つの文書については、2024年 10月以降に草案が公開されて、協議が行われ

てきたが、これらに対する意見等に基づいて、草案からのいくつかの修正も行われた。 

 
1 https://finance.ec.europa.eu/publications/commission-seeks-feedback-review-solvency-ii-delegated-regulation_en 
2 https://www.eiopa.europa.eu/eiopa-submits-first-bundle-technical-standards-european-commission-after-review-

solvency-ii-2025-07-14_en 
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１｜支配的又は重要な影響力下にある、ならびに統一的に管理されている会社 

 これらの RTS（案）3は、支配的又は重大な影響下にある保険会社、ならびに統一的に管理されて

いる保険会社を特定するための要因（factor）を規定している。これらの要因は、監督当局が保険グ

ループを特定し、効果的に監督する上で重要なものとなる。 

ソルベンシーⅡの 2025年改正指令である指令 (EU) 2025/2は、第 212条を改正して、その新た

な第 4項で、支配的又は重要な影響力を有する企業と統一的に管理されている企業を特定する際

に、監督当局が考慮すべき四つの要因を定めている。これらは、以下の通りである。 

(a)企業の決定（財務的なものを含む）に影響を及ぼす自然人又は企業の支配又は能力 

(b)企業間のアウトソーシング及びスタッフの共有を含む、重要な財務又は非財務取引又は業務の

存在による、企業の他の企業又は法人又は自然人への強い依存 

(c)関連企業への共同投資を含む、財務又は投資の決定に関する 2つ以上の企業間の調整の証拠 

(d)保険の流通経路、保険商品又はブランド、コミュニケーション又はマーケティングに関するも

のを含む、2つ以上の企業間の調整された一貫した戦略、業務又はプロセスの証拠 

RTS（案）では、支配的又は重要な影響力を有する企業と統一的に管理されている企業を特定す

るための要素（element）を列挙することにより、四つの要因を特定している。RTS（案）に列挙さ

れている全ての要素が、そのような関係を特定するために存在する必要はない。監督当局は、関連す

る要因と要素の重要性と継続性を考慮する必要がある。契約上の取り決めの存在は、最初に考慮され

る要素となる。RTS（案）は、上記の関係の特定における監督上のコンバージェンスを促進し、効

果的かつ効率的なグループ監督を支援し、それによって保険契約者の保護に貢献する。 

第 212条の改正は、特に指令 2013/34/EUの適用範囲に含まれないグループや、企業間の資本関

係がないか弱い水平的グループ、特に保有株式が適格保有又は参加として扱われる臨界値以下に維持

されている場合に、グループを形成する企業の特定を容易にした。そのために、監督当局は、第 212

条第 4項に列挙された要因に基づいてグループの存在を特定する必要がある。 

２｜会社の国境を越えた活動の関連性について 

 ソルベンシーⅡの見直しでは、重要なクロスボーダー活動に関して、ホスト加盟国と受入国の監督当局間

の協力と情報交換を強化するための新たな規則である第 152ab条が導入された。RTS（案）4は、受入国の

監督当局が自国市場におけるクロスボーダー活動の関連性を判断する際に考慮すべき条件と基準を定めて

いる。 

クロスボーダー活動は、ホスト加盟国の監督当局がホスト加盟国の市場に関して関連性があると考える場

合に特に重要となる。RTS（案）では、ホスト加盟国の市場に関して関連性がある保険又は再保険を決定する

際に使用される条件と基準がさらに規定されている。RTS（案）に定められた条件と基準は、定性的情報と定

量的情報の両方に基づいて、臨界値を導入することなく、関連するクロスボーダー活動を特定する。 

RTS（案）は、2つの基準に基づいて、ホスト加盟国市場に関するクロスボーダー活動の関連性を特定して

 
3 https://www.eiopa.europa.eu/publications/final-report-draft-rts-factors-identifying-undertakings-under-dominant-or-

significant-influence-and_en 
4 https://www.eiopa.europa.eu/publications/final-report-draft-rts-relevance-cross-border-activities-undertakings-host-

market-solvency-ii-review_en 

https://www.eiopa.europa.eu/publications/final-report-draft-rts-factors-identifying-undertakings-under-dominant-or-significant-influence-and_en
https://www.eiopa.europa.eu/publications/final-report-draft-rts-factors-identifying-undertakings-under-dominant-or-significant-influence-and_en
https://www.eiopa.europa.eu/publications/final-report-draft-rts-relevance-cross-border-activities-undertakings-host-market-solvency-ii-review_en
https://www.eiopa.europa.eu/publications/final-report-draft-rts-relevance-cross-border-activities-undertakings-host-market-solvency-ii-review_en
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いる。1つ目は、ホスト加盟国市場で行われる保険又は再保険会社のクロスボーダー活動の集中度に基づく

基準であり、2つ目は、これらの活動がホスト加盟国市場の保険市場と保険契約者及び受益者に与える影響

に基づく基準である。提案された基準は、特定のセグメント、事業、保険リスク又は保険商品の種類を含む、

会社の活動全体又はホスト加盟国の保険市場全体と比較して、会社のクロスボーダー活動の粒度の異なるレ

ベルを考慮することを可能にする。一方で、ホスト加盟国市場における代替性のレベルと保険契約者及び受

益者に対する潜在的な損害を考慮している。 

３｜地方政府及び地方自治体のエクスポージャーリストについて 

 ITS（実施技術基準）（案）5は、地方政府及び地方自治体のリストを更新している。保険会社の当

該リストに掲載されている機関に対するエクスポージャーは、資本要件の計算において中央政府に対

するエクスポージャーと同様に扱われる。即ち、標準式において、スプレッドリスク及び集中リスク

のリスク係数は 0%になる。 

指令 2009/138/EC（ソルベンシーⅡ指令）の第 109a条第 2項(a)に従い、ITSが地方政府及び地

方自治体のリストを指定することになっている。これらに対するエクスポージャーは、中央政府の特

定の歳入調達権限のために、またデフォルトのリスクを低減する効果を有する特定の制度的取り決め

の存在のために、中央政府のエクスポージャーとはリスクの差がないことを条件として、それらが設

立される管轄区域の中央政府に対するエクスポージャーとして取り扱われる。欧州委員会実施規則 

(EU) 2015/2011が、これらの ITSを規定している。 

改正案は、フランスとラトビアの 4つの新しいタイプの地方政府及び地方自治体が含まれること

を想定しており、また Brexitに伴い、英国の地方政府は ITSの地方政府及び地方自治体リストから

削除される。 

４｜会社固有のパラメータについて 

 標準式における標準パラメータに代わる、会社固有のパラメータに関する改訂ガイドライン6は、時

代遅れの法的参照を修正し、ガイドラインの本来の意味を変えることなく、簡素化されている。EIOPA 

の規制簡素化に向けたバランスの取れたアプローチに沿って、個別のガイドラインの数は 21%削減さ

れる。 

規則 (EU) No 1094/2010の第 16条に従い、EIOPAは 2015年にガイドラインを発行し、SCR（ソ

ルベンシー資本要件）を計算するための標準式の標準パラメータに代わる可能性のある会社固有のパ

ラメータについて、監督当局が指令 2009/138/ECの要件をどのように適用すべきかについてのガイダ

ンスを提供している。 

ソルベンシーⅡの見直しに関連して、EIOPA はソルベンシーⅡに関する既存の全てのガイドライ

ンを見直し、それらが最新のものであり、改正された法的枠組みに沿ったものであることを確認して

いる。 

この見直しのもう一つの目的は、ガイドラインの簡素化と短縮であり、改訂ガイドラインは、法的

 
5 https://www.eiopa.europa.eu/publications/final-report-revised-its-lists-regional-governments-and-local-authorities-

exposures-solvency-ii_en 
6 https://www.eiopa.europa.eu/publications/final-report-revised-guidelines-undertaking-specific-parameters_en 

https://www.eiopa.europa.eu/publications/final-report-revised-its-lists-regional-governments-and-local-authorities-exposures-solvency-ii_en
https://www.eiopa.europa.eu/publications/final-report-revised-its-lists-regional-governments-and-local-authorities-exposures-solvency-ii_en
https://www.eiopa.europa.eu/publications/final-report-revised-guidelines-undertaking-specific-parameters_en
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参照を更新し、意図された意味を変更することなくテキストを明確にし、簡素化するための修正を含

んでいる。また、特に、3 つのガイドラインが、ソルベンシーⅡの規定から十分に明確な内容である

ため、削除されている。 

3―監督報告及び開示要件の改正案等の概要 

EIOPAはソルベンシーⅡに関して、7月 10日に、保険会社の負担軽減のための監督報告及び開示

要件の改正案等を協議のために公開している7。 

これは、保険会社の報告負担を軽減することを目的としており、このパッケージには、監督報告及

び情報公開に関する ITS の改正である、「監督当局への情報提出のためのテンプレートに関する欧州

委員会施行規則 (EU) 2023/894の改正案（監督報告に関する ITS）」、「ソルベンシー及び財務状況報

告書の手順、フォーマット及びテンプレートに関する実施技術基準を定める欧州委員会施行規則 

(EU) 2023/895の改正案（公開開示に関する ITS）」に加えて、「金融安定のための報告に関するガイ

ドラインの改訂案」及び「第三国保険会社の支店の監督に関するガイドラインの改訂案」も含まれて

いる。 

監督報告及び情報公開に関する ITSの改訂は、ソルベンシーⅡの見直しにより導入される特定の変

更を、監督報告及び情報公開のテンプレートに組み込む必要性に端を発している。同時に、この改訂

は、全セクターにおいて報告負担を少なくとも 25%（中小企業は 35%）軽減することにより、欧州企

業の競争力を強化するという欧州委員会の取り組みに貢献する絶好の機会となった。今回の提案は、

関係者からのフィードバックを踏まえ、この目標に沿ったものとなっている。 

今回の基準改訂は、2023 年に実施された監督報告及び情報公開に関する ITS の見直しに基づいて

おり、EIOPAは既に一部の報告要件を簡素化し、要件を簡素化していた。EIOPAは、改正案の提案

に先立ち、各国の監督当局と協力し、効果的な監督と金融の安定に真に必要なデータは何かを慎重に

評価するとともに、新たなデータ要件の影響についても批判的に評価した。このバランスの取れたア

プローチは、EIOPAの規制簡素化に関する包括的戦略と整合している。 

この全体的な報告件数の削減は、特定のテンプレートの使用頻度の削減、一部の年次テンプレート

の削除、比例原則の活用拡大、そしてフレームワーク全体にわたる技術的な簡素化の導入によって実

現した。ソルベンシーⅡの見直しに伴う変更と簡素化への重点に加え、この協議文書では、2023年の

ITS の前回改訂以降に特定された誤りや不一致にも対処しつつ、報告件数の全体的な削減の中で、新

たな情報の提出を限定的に求めている。  

具体的には、ITSの修正の範囲は、以下の４つの分野に分かれている。 

1)レベル 1及びレベル 2の条文変更に伴う報告義務の変更 

2)最新の監督上の報告に関する ITS及び公開に関する ITS（2023年 12月以降適用）の適用初年

度に特定された誤り／不整合の修正 

3)新たな限定された情報の要請 

 
7 https://www.eiopa.europa.eu/eiopa-consults-proposed-amendments-supervisory-reporting-and-disclosure-

requirements-ease-burden-2025-07-10_en 

 

https://www.eiopa.europa.eu/eiopa-consults-proposed-amendments-supervisory-reporting-and-disclosure-requirements-ease-burden-2025-07-10_en
https://www.eiopa.europa.eu/eiopa-consults-proposed-amendments-supervisory-reporting-and-disclosure-requirements-ease-burden-2025-07-10_en
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4)報告削減の提案 

このうちの「4)報告削減の提案」については、以下の５つの主要分野をカバーしている。 

1)四半期ごとのテンプレートの頻度の削減 

2)年次テンプレートの削除 

3)比例性の向上 

4)簡素化と明確化 

5)技術的な簡素化 

EIOPAは、これらの提案が欧州の保険会社の負担を大幅に軽減すると確信しており、提案通りに実

施されれば、報告要件は、単独事業者の場合、年次及び四半期のテンプレートの数で少なくとも 26%

（データポイント数で 22%）、小規模で複雑でない事業者の場合、少なくとも 36%削減される見込み

としている。しかもこれは、EIOPA及び各国監督当局が保険契約者保護を維持し、欧州保険セクター

の金融安定性を維持する能力を損なうことなく実現される、と述べている。 

なお、この公開協議に対するコメントの提出は、2025年 10月 10日までとなっている。 

4―まとめ 

以上、今回のレポートでは、EIOPA が、2025 年 7 月 14 日に、ソルベンシーⅡのレビューに関す

る最初の RTS（案）と改訂ガイドラインのセットを欧州委員会に提出したことから、その概要につい

て報告した。併せて、EIOPAはソルベンシーⅡに関して、7月 10日に、保険会社の負担軽減のため

の監督報告及び開示要件の改正案等を協議のために公開しているので、その概要も報告した。 

EIOPAからの RTS（案）の提出を受けて、欧州委員会は、3ヶ月以内にRTS（案）の採択を決定

する予定となっている。採択されれば、ソルベンシーⅡの枠組みの新しい機能が導入され、監督協力

と実効性の向上が図られることになる。 

 EUのソルベンシーⅡのレビューを巡る動きについては、関係者にとって関心の高い事項となって

いることから、その動向を引き続き注視していくこととしたい。 

 

以 上 
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